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第６回 資源循環型施設整備検討委員会 会議録 

 

 

                        日時：平成１６年１月２６日（月） 

                           午後１時３０分 

                        場所：清浄園２階会議室 

 

 

 

 

 

１ 開  会 

２ あいさつ 

３ 協議事項 
 （１）資源循環型施設整備計画について・・・（資料１） 
   ・検討事項１：施設整備規模の算定 
   ・検討事項２：ピット容量の算定 
   ・検討事項３：ごみ減量化施策の検討 
   ・検討事項４：計画ごみ質の検討 
   ・検討事項５：下水汚泥等の混合焼却処理の検討 
   ・検討事項６：掘り起こしごみの焼却の検討 
 （２）今後のスケジュールについて（資料２） 
 
４ その他 
  資料３：第 5 回資源循環型施設整備検討委員会（視察）報告書 
  資料４：平成１５年度ダイオキシン類等測定結果 
  資料５：平成１６年度国庫補助要綱 
  資料６：長野県条例について 
 
５ 閉  会 
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 出席委員（１８人） 

       小林千洋 委員 

       上沢忠人 委員 

       金井春子 委員 

       宮原則子 委員 

       若林政夫 委員 

       宮阪竹子 委員 

       小平つや子委員 

       小山敏子 委員 

       鍋島淑郎 委員 

       丸山正明 委員 

       片桐 久 委員 

       森田繁良 委員 

       柳橋 勝 委員 

       田口邦勝 委員 

       関 喜男 委員 

       関 豊春 委員 

       小山 守 委員 

       河西健男 委員 

 

 欠席委員（６人） 

       横田 勇 委員 

       松村治夫 委員 

       土屋陽一 委員 

       小山田秀士委員 

       柄澤 衛 委員 

       片田俊雄 委員 

 

 上田地域広域連合事務局 

       中村明久  事務局長 

       岡田洋一  総務課長 

       中村博美  ごみ処理広域化推進室長 

       山田晃一  ごみ処理広域化推進室 主事 

 

コンサルタント 

  国際航業株式会社 アドバンス事業本部 環境エンジニアリング事業部 

       尾葉石優  技術部 主任 

       荻山 徹  技術部 主任技師 
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開会（１時３０分） 
事務局 
 それでは、どうも御苦労様です。第６回の資源循環型施設整備検討委員会を開催させて

いただきます。 
 本日、住民代表の方、全員の方御出席をいただいております。それから学識者の方、鍋

島先生のみ御出席でございます。それから議員さん方につきましては、上田市の土屋副議

長さんが遅れて出席する予定でございます。それから助役さんがたでは、本日、都合で、

丸子町の小山田助役さん、真田町の柄澤助役さん、青木村の片田助役さん、お三方が欠席

ということでございます。よろしくお願いいたします。 
 それでは、委員長であります、上田市の田口助役のほうから、あいさつをいただきなが

ら、議事の方をよろしくお願いいたします。 
 
委員長 
 それでは、検討委員会に先立ちまして、一言、ごあいさつ申し上げたいと思います。 
 今日、第６回になりますが、資源循環型施設整備検討委員会ということで予定しました

ところ、ただいま事務局から、お話がありましたように、若干、委員の中で御都合がつか

ないという方がおりますが、これまで検討してきた事項も、そろそろ、まとめることも必

要な内容の方へ向けていきたいと思います。 
 今日は協議事項として、お手元にございます資料、あるいは説明のとおりでありますけ

れども、若干、事前に事務局と打ち合わせた段階で、私の方から事務局に申し上げました

のは、この整備検討委員会の目的として、当然、今日の検討事項を踏まえた中で、どのよ

うなごみ処理のための施設を、この地域にふさわしい形で検討し、答えを出すかというこ

とが、この委員会に課せられたことであります。 
 その前提として、今日、検討事項の１から６まで挙げてありますけれども、これらにつ

きましては、それを踏まえた上で決めていくということでありますので、できれば行政と

しても広域連合の中の市町村で共通認識を、この辺持っていただかないと、この委員会と

しても扱うには扱いにくい点もあるということで、とりわけごみ処理広域化計画というの

が前提でありますので、若干、その後、東御市の誕生、あるいはとりまく環境の変化等も

ありまして、見直すことは当然、必要なことでありますので、今日の検討事項も大事なこ

とが含まれておりますから、その辺につきましては、十分ご承知の上、今日の協議事項に

つきまして、忌憚のない御意見をお出しいただきたいと思います。 
 また、第５回に先進地の視察ということで、今日の資料にもついていると思いますけれ

ども、所沢市と川口市へ、昨年の１２月１８日にお伺いし、色々な点でお聞きし、参考に

なる点も多かったと思いますけれども、いずれにしましても、この委員会も明けて３年目

になりますか、まるまる２年ということで、一応任期があるわけでございますので、その

辺も含めて、まとめる方向について、御協力をお願いしたいと思いますので、よろしくお

願いいたします。 
 それでは早速、協議事項に入らせていただきます。 
 はじめに、資源循環型施設整備計画について、ということで、資料、お手元に配布され

ていると思いますので、検討事項１から順次、事務局の方で説明し、御協議をいただきた



 4

いと思いますのでよろしくお願いします。 
 
事務局 
 それでは、本日、いくつか資料を揃えさせていただきまして、じっくりと検討していた

だくという形で、進めさせていただきたいと思います。 
 本日は資料、いくつか出しておりますけども、まず資料１、それから資料１－１という

形で説明をさせていただきます。 
 その後、資料２ということでお願いしたいと思いますが、資料３以降につきましては、

その都度見ていただきたいということもありますし、それから話の中で見ておいていただ

ければという形で、特段その他の資料につきましては、説明等をしないという予定であり

ますので、時間を見ながら見ておいていただければと思います。 
 それでは、資料１から説明をさせていただきます。座って説明させていただきますが、

よろしくお願いいたします。 
 それでは、検討事項の１ということで、施設規模を算定していくことになります。 
 一番の焼却施設を建設していく段階で、どの程度の規模を設定していくのがいいのかと、

いうことでございます。 
 現在の焼却施設は、御存知のように上田クリーンセンターは、１００トン炉が２炉とい

うことで２００トン、それから丸子クリーンセンターは、２０トン炉が２炉で４０トン、

それから東部クリーンセンターは、１５トン炉が２炉で３０トン、合わせますと２７０ト

ンの処理規模ということになります。 
 それで、単純に合算した施設規模で良いということではなくて、やはり、ごみの減量化

計画を盛り込んだ形の中で、適正な規模を算定していく必要があろうかと思います。 
 今までは、ごみというのは右肩上がりに増えていくという計画の下で、それに対応した

形で、ごみ処理をどうするかという施設建設をしてきたのが実情だと思います。 
 今後は、ごみの減量化と平行して施設規模を算定して運営していくということで、ごみ

の減量化目標に基づいた施設規模を、算定していく必要があろうかと思います。 
 施設を建設した場合に、逆にごみの減量化のほうが達成されないと、施設が運転できな

い、ごみが溢れてしまうという状況も生じてしまうわけです。ですから、ごみの減量化と

施設建設は、あくまでも車の両輪のように、並行して進めていく必要があろうかと思いま

す。 
 そういった中で、施設規模を検討していただきたいわけですけれども、施設規模を算定

していく中では、人口というのが非常に大きな要因になろうかと思います。 
 人口が増えることによって、ごみ量が増えるということがありますので、まず一つとし

て人口予測を、しっかりしておく必要があろうかと思います。 
 人口予測につきましては、広域連合で平成１３年度に策定しました、廃棄物循環型社会

基盤施設整備事業計画、簡単に言うとＣＲＴ計画と言われているわけですけれども、この

中では、この上田地域の人口について、微増傾向という形で算出をしてあります。 
 ＣＲＴ計画の概要を四角でくくってありますけれども、ＣＲＴ計画というのは平成６年

に国から出された計画でございますけれども、この計画に沿って事業計画、あるいは整備

計画を進めていかないと、国の補助対象にならないということもありまして、事前にこの
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ＣＲＴ計画を策定しておく必要があるということで、平成１４年度に広域連合で策定をし

ております。 
 平成１４年度を初年度といたしまして、平成２８年度が目標年度ということです。ここ

にありますように、達成目標が掲げられておりますけれども、資源化率については、現行

の２１パーセントから、平成２８年度には３８パーセントまで持っていく、あるいは減量

化率については、現状は８６パーセントですが、平成２８年度には９５パーセントまで持

っていく、という非常に高い数値目標が掲げられているわけです。この中で９５パーセン

トの減量化率を達成する為には、灰溶融等をしていかなければいけない、というような形

の計画でございます。 
 それで、ごみの量というものを見ていただければと思いますけれども、１０ページを御

覧いただきたいと思います。 
 １０ページのところに、ごみ焼却量の推移という表が記載されておりますけれども、御

覧いただきますとお分かりのように、平成９年から平成１３年まで、これは毎年、各市町

村から県の方へ廃棄物実態調査というのが提出されまして、それを基に作成してある表で

ございます。そんな関係で北御牧村も含めまして、この推移を示しておりますけれども、

御覧のように、右肩上がりでごみの量は増えているという状況でございます。 
 平成９年、１０年あたりは４パーセントほどの伸び率ですけれども、平成１１年、１２

年、１３年あたりになりますと、７、８パーセントほどの高い伸び率を示しております。 
 どうして高くなったかという原因ですけれども、一番は野焼きが禁止されたということ

です。景気がこれだけ低迷してきていますから、本来、ごみの量は減って当然な状況にあ

るわけですけれども、平成１３年の４月から野焼きが禁止されたということ、それから平

成１４年１２月から、家庭ですとか事業所等における小型焼却炉の規制が始まったという

ことです。小型焼却炉については、ダイオキシン類の関係がありまして、ほとんど使用が

できなくなっている、というようなことの影響で、これだけ１２年度、１３年度が増えて

いる、ということだと思います。 
 １４年度、１５年度の状況をみますと、まだ公表されておりませんけれども、この上田

地域広域連合の３クリーンセンターの中で、上田クリーンセンターを構成する市町村、上

田市、真田町、青木村の区域になりますけれども、ここでは若干、１４年度から減ってき

ております。もう既に野焼きの禁止等は浸透されて、１４年度からは減りつつあるという

ことです。 
 ただし、減りつつあるといっても、１４年度では１．８パーセント減の状況です。それ

から丸子クリーンセンター、東部クリーンセンターについては、まだ依然として、野焼き

の禁止等の影響があって、増えております。１４年度でみますと、丸子クリーンセンター

区域で１０．１パーセント。東部クリーンセンターで、３．０パーセントというような伸

びになっています。３クリーンセンター合わせますと０．１パーセントの増ということで

すから、微増といいますか、横ばいといえる状況になってきて、ごみは減少しつつある時

代に入ろうかと思います。 
 ごみの焼却量の状況につきましては、頭の中に入れておいていただいて、右肩上がりで

伸びてきたけれども、若干ここで横ばいになって、減少になるというような状況になろう

かと思います。 
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 それでは１ページの方へお戻りをいただきまして、先ほどのＣＲＴ計画の人口予測は、

右肩上がりで伸びるという形で予測をしております。１ページの一番下のところに北御牧

村を含めない形での人口予測をしております。１枚まくっていただきますと、２ページの

方でそれをグラフにしたものがありますが、御覧のように、右肩上がりという形で人口が

増えていく。どんどん増えていくという形の将来予測をしております。 
 ところが、ここへ参りまして、国の方の状況ですけれども、国の方で平成１４年１月に

発表したわけですけれども、「日本の将来推計人口」というのが出されました。これでいき

ますと、出生率の低下の影響を受けまして、人口が減っていくという見通しが出てきたわ

けです。日本の人口というのは今後、少しの間、平成１７年、１８年ごろまでは若干、伸

びていきますが、１８年がピークで、その後は減少をしていくという推計がされておりま

す。１８年以降については減少していって、最終的に平成２５年頃には、平成１２年と同

じくらいの人口になるだろう、という推計がされております。 
 それから下のほうにありますが、県の将来推計を見ましても、国と同じような形の推計

がとられているということです。 
 ２ページの一番下ですけれども、広域連合の人口推移を見ると、どうなるかということ

ですが、これを見ますと、平成９年から１３年までは人口が伸びていました。１３年をピ

ークとして１４年、１５年は減ってきており、もう既にこの地域では、人口減少の時代に

入ってきているという状況です。ただ、ここに広域連合と北御牧村というふうに分けてあ

りますけれども、北御牧村の人口は、若干伸びてきているという状況です。広域連合の中

でも、東部町は若干伸びています。ほかの市町村については既に減少傾向を示していると

いう状況でございます。 
 ３ページになりますけれども、ＣＲＴ計画を作ったときには、人口は増えていくという

形で作ったけれども、こういった国の状況、それから実際の広域連合の人口の推移を見ま

すと、下がってくるということを考えると、そこに差が出てきてしまう、ということでご

ざいます。 
 ＣＲＴ計画の数字ですと、平成１５年の数字ですけれども、２０万９千４３６人、それ

から実際の人口が、２０万４千３１９人ということで、既に５千人以上の乖離がでてきて

いるということです。これをやはり修正をしていかないといけないということで、今回、

人口の見直しを行っております。 
 平成９年から１５年については、既に実績の人口が出ていますので、このままの数字を

使い、それから１６年以降１８年までは、国の推計に沿った形で、一応人口は増える。た

だし、増えるにしてもＣＲＴ計画での伸び率程度、ＣＲＴ計画の伸び率というのは、年率

０．５パーセント弱で計算をしております。そういった形で、１８年までは伸び、その後

は、人口減少の予測をいたしまして、平成２５年には、平成１２年と同数の人口に持って

いくという形でつくったのが、３ページの見直し後の人口推計ということになります。 
 それで、４ページを御覧いただきたいと思いますが、そういった人口予測をする中で、

ごみの排出量を予測しております。ごみの排出量をどういった形で予測するかといいます

と、１人あたりごみの排出量、１人１日あたりのごみの排出量ですけれども、それを出し

まして、そこに人口をかけるという形で、毎年のごみ量を算出しております。 
 今回、いくつかのケースで算出をしているわけですが、まず、現状推移での予測という
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ことになりますが、この現状推移での予測というのは、あくまでも１人あたりの排出する

ごみの量は増やさない、という形で人口だけで予測をしたものです。 
 今までは、１人あたりのごみの排出量というのは、若干伸びる傾向にあったわけですけ

れども、これ以上、１人あたりの排出するごみ量は増やさない、という形で現状推移を算

出しております。 
 そういった形で、平成１３年の数値を固定しているわけですけれども、平成１３年で、

広域全体の１人あたりの排出量を見ますと、１，００８グラムになります。 
 この１，００８グラムというのが、どのくらいの量、全国、県下、あるいはほかの市町

村等と比べて、多いのか少ないのかということになりますけれども、ここにありますが、

同様に広域連合で考えると１，０２２グラム、それから北御牧村だけで考えると、４９１

グラムということです。 
 これだけを見ますと、北御牧村の２倍から３倍のごみを広域連合が出しているかと思い

ます。ただ、この１人１日あたりのごみの排出量というのは、ごみを出さないという住民

の意識というのもあるわけですけれども、実際にはごみの量というのは、すべてのごみの

量が入りますから、事業所等から入ってくるごみ、一般廃棄物だけですけれども、それか

ら観光客等が落としていく、こういったものがこの中に入ってきますので、一概に、これ

だけを見て、多いとか少ないとかということは言えないわけです。 
 県下の状況を見ますと、やはり観光地というのは、１人あたりのごみの排出量が非常に

多くなっております。県下で一番多いのは、坂井村です。坂井村が２，５３８グラム。そ

れから白馬村が１，７９９グラム。それから軽井沢町が１，５７９グラム。それから山ノ

内町が１，５７６グラム。長野県全体を平均しますと１，０２６グラムになります。 
 ちなみに広域の各市町村のごみ量を申し上げますと、上田市は１，１８０グラム、丸子

町が８４２グラム、長門町が８３０グラム、東部町が７６９グラム、真田町が７５９グラ

ム、武石村が６４２グラム、和田村が３４３グラム、青木村が７３４グラム、というよう

な数字になります。 
 ですから、この１人１日あたりのごみの排出量で判断するのは、非常に難しいことがあ

ります。事業所あるいは観光客等のごみも入ってくる、ということでございます。 
 ただ、いずれにしても、ごみの１人１日あたりの排出量の原単位というのは、平成１３

年度の数値では１，００８グラムということになります。この１，００８グラムは増やさ

ないようにという形で人口にかけまして、ごみの量を算出したのが、平成１７年から平成

２５年までの７８，００２トンから７７，３５７トンということでございます。 
 それから、次の四角で囲った中で、広域連合の「ごみ減量化目標」での予測ということ

で、ケース２でございます。広域連合では、平成１３年度にごみの減量化目標というのを

作ったわけです。これは各市町村のものを合算して、広域連合のごみの減量化目標になっ

ておりまして、減量化目標に沿って、それぞれの市町村で減量化の目標を達成する、とい

うことで取り組んでいただいております。 
 このごみの減量化目標というのは、それら市町村で作ったものをさらに合算したのが、

県の減量化目標という形で設定をされております。県のほうは市町村のものを合わせた関

係がありまして、平成１４年の６月に発表しております。その中で、一般廃棄物のごみ量

については、１人１日あたり１００グラムを減らしていく、という計画の下で達成してい
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った中で、県全体では６パーセント程度のごみの減量化効果が生じるだろう、というよう

な計画になっています。 
 ただ、県のほうから、この計画を作るときには各市町村に対して、県全体では５％パー

セント削減していく目標を作りたいから、各市町村でそういう計画を立ててくれというこ

とで、今回、広域連合の減量化目標とすれば５パーセント減、という計画になっています。 
 ただ、市町村の中には、やはり１０パーセント、２０パーセント減量していくという計

画もあって、県全体を合わせれば６パーセント減、という計画になっているのではないか

と思います。 
 いずれにしても県の計画ですとか、ごみ処理広域化計画等に沿って、計画していく必要

があろうということです。５パーセント削減をしていく、ということで検討していきます

と、これはあくまでも比較の年度が違ってまいりますので、平成９年度のごみの排出量に

対して、５パーセント削減していくというのが、広域連合のごみの減量化目標ですから、

平成９年度の数値、御存知のように平成９年度というのは、上田市で燃やせるごみの有料

化が始まったのが、平成８年ですから、一番ごみが減量された年であります。 
 それを基礎に、５パーセント削減していくという形になってきますから、非常に大きな

削減になるわけです。 
 そういった数値を基に計算をしたのが、下のほうの表の総排出量６６，３７８トンから

平成２５年の６５，８４６トンということになります。これはあくまでも、ごみの総排出

量での話しでございます。 
 それから５ページのほうに参りますと、今度は、国のほうでも数値目標が出されており

ます。長野県あるいは広域連合は、平成１７年を目標年度においておりますけれど、国の

ほうは、その５年後の平成２２年を目標年度に置いた数値設定、削減目標が出されていま

す。目標年度の平成２２年には、ごみの排出量を平成９年度実績に対して５パーセント削

減していくということです。 
 そういった形で、国の目標に基づいて計算した平成２２年の目標数値は６６，３７８ト

ンになります。平成２２年の数値を基にいたしまして、２３年以降のごみの排出量を予測

してありますのが、上のほうの表でございます。平成２２年の６６，３７８トンから、平

成２５年の６５，９９９トンになります。 
 それから、１５年３月ですけれども、循環型社会形成推進基本計画というのが発表され

たわけですが、この中で、国のほうで今度、数値目標というのが出されております。 
 これは、それぞれ一般廃棄物、産業廃棄物をどのくらい削減していくか、という形の中

での数値目標が示されたわけですが、ここでは今度、総排出量の規制ではなくて、家庭系

ごみの排出量をどのくらいに持っていくか、あるいは事業系のごみをどのくらい減らして

いくか、という数値目標が設定されております。 
 その中で、まず家庭系ごみの排出量の数値目標です。これは平成２２年に１人１日あた

りの家庭から排出するごみ量、この家庭から排出されるごみ量というのは、家庭から出る

のは、燃やせるごみだけではなくて燃やせないごみも含まれますし、それから資源となる

ごみも含まれます。そういったもの全てを含んでいるものではなくて、家庭から排出する

ごみの中で、燃やせるものと燃やせないものだけ、資源となるものは除く、という形の中

で、燃やせるものと燃やせないもののごみの量を、平成１２年の排出量から平成２２年、
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１０年後には２０パーセント減らしていく、という数値目標が設定されております。 
 そういう形で平成２２年の目標数値を計算しますと、１人１日あたり４８４グラムにな

ります。 
 ２３年以降については、この４８４グラムを固定して、人口にかけていくと、いうのが

この下のほうの表の、平成２２年の３７，３５４トンから平成２５年の３７，１４４トン

になります。 
 続きまして、６ページを御覧いただきたいと思います。今度、６ページのほうは家庭系

ごみと同様に、事業系ごみの数値目標が出されております。事業系ごみについては、１日

あたり事業所から排出されるごみを、平成１２年実績に対して２０パーセント削減してい

くということです。 
 そうしますと、平成２２年の目標数値が３６トンになります。この数値は、どういった

出し方をしたかというと、下のほうに算式がありますけれども、１６，４９４トンが平成

１２年の事業所から排出されました事業系の一般廃棄物と言われるものです。 
 これを３６５日で割った数値に８掛けをしているわけですけれども、１６，４９４トン

を３６５日で割った数値を申し上げますと、１日あたり４５トン出されているという、平

成１２年には１日あたり４５トン出されておりまして、その２０パーセント削減をしてい

くということで、３６トンという数値が出されております。 
 ２３年以降については、本来、何らかの形で減量化目標を定めて、数値を設定していく

わけですけれども、現段階で、そういった数値目標が国から示されていない、という関係

がありますので、平成２２年から２５年までは、事業所から排出されます事業系の一般廃

棄物については、１３，１４０トンで固定をして計算を出しております。 
 今までのごみの排出量予測を一覧表にしたのが、平成２２年から２５年までのごみの排

出量予測というものでございます。 
 今までは、ごみの総排出量の予測を出したわけですけれども、その次に③になりますが、

実際の今度は焼却処理量の予測ということ、これが施設規模を設定していく上では、大切

になるわけでして、焼却処理量ではどのくらいになるのかということでございます。ごみ

の総排出量予測と同様に原単位を出して、人口予測にかけるということです。 
 まず現状推移での予測のケース１ということですが、平成１３年までは実績数値を採用

ということで、最新の数値というのが１３年度の数値でございますので、１３年度の１人

１日あたりの焼却量、どのくらいになるかといいますと、６７５グラムになります。その

後は、６７５グラムに人口をかけまして、出していったのが、焼却処理量、平成１７年か

ら２５年までの数値です。 
 これはあくまでも、ごみの原単位であります、１人あたりのごみの焼却量は増えないで、

人口予測にかけるということです。これはあくまでも、現状のままで推移をしていったと

いう焼却量です。 
 それから、７ページからについては、今度はそれぞれ広域連合あるいは国の数値目標、

減量化目標に沿った形で算定していくと、どうなるかということでございます。 
 まず、広域連合のごみの減量化目標に基づく予測ですけれども、これは、平成９年度実

績に対して、５パーセント削減していくという形で、平成１７年度の数値を出すと 
３９，２１６トンになります。 
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 それ以降の数値については、人口予測に原単位をかけて算出をしたということで、平成

１７年度の３９，２１６トンから平成２５年には３８，９０９トン、ということでござい

ます。 
 それからその下に、今度、ケース３で国の減量化目標に基づいた予測、ということで算

出してあります。国のほうでは平成１２年度の数値に対して、平成２２年度に２０パーセ

ント削減していくという計画でございますので、そういった形で出したのが平成２２年の

目標数値が３８，３９６トンということです。その３８，３９６トンの原単位であります

１人１日あたりのごみの焼却量、４９８グラムを固定いたしまして人口にかけたのが、焼

却処理量ということで、平成２２年の３８，３９６トンから、平成２５年の３８，２１８

トンということでございます。 
 ８ページを御覧いただきたいと思いますが、ただいまの算定したものを一覧にまとめた

のが、真ん中に表になっております、焼却処理量の予測と目標ということです。 
 焼却処理量の予測と目標を棒グラフにしたのを見ていただきますと、現状推移で行くの

と、それぞれの減量化目標に沿って設定していった場合と、非常に大きな差が出てくるわ

けです。 
 それで、９ページになりますけれども、そういった中で、現状のまま施設を建設してい

ったらどのくらいの量になるのか、あるいは広域連合の減量化目標に沿って建設していっ

たらどのくらい、国の減量化目標、数値目標に沿って建設したら、施設規模がどのくらい

になるのか、ということを仮定の下に算定したのが９ページになります。 
 これはあくまでも、平成２２年を想定いたしまして、もし平成２２年に稼動した場合、

どの程度の施設規模になるかというものを算出したものです。８ページの左のほうに、平

成２２年のごみの焼却量が出ていますが、現状推移では、５２，０９４トン、それから連

合の減量化目標では３９，１２９トン、それから国の減量化目標では３８，３９６トンと

いうことになりますので、この量を処理できる施設規模というと、どのくらいになるかと

いうことです。 
 まず、稼動年を平成２２年ということで設定いたしまして、稼動年の人口が２１万１千

４４３人。計画年間日平均処理量、これは先ほどの、５２，０９４トン、それから 
３９，１２９トン、３８，３９６トンを３６５日で単純に割ったものです。１日あたりの

平均処理量が、ケース１の場合には、１４３トン、ケース２の場合１０７トン、ケース３

の場合１０５トンで、１日当たりこれだけの処理をしなければいけないということです。 
 施設規模を算定する算式というのがありまして、（２）のところに施設規模算定式という

のがあります。施設規模を算定する場合には、計画年間日平均処理量を、実稼働率と調整

稼働率という形で割って出したのが、施設規模になります。 
 まず、日平均処理量は、先ほどのように出されていますし、それから実稼働率というの

は、２８０日を実稼働日数と定めて、それを３６５日で割り返した０．７６７という数値

が使われます。それから調整稼働率は、０．９６というのが固定されていますので、これ

で算出をいたしましたのが、その下のほうにあります、施設規模ということになります。 
 現状推移のままで建設していくということになれば、施設規模は１９４トンですし、そ

れぞれの減量化目標を達成していった場合には、１４５トン、あるいは１４３トンの施設

規模が必要だろう、ということになります。 
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 これはあくまでも、平成２２年を仮定いたしまして、算出をしておりますけれども、も

し平成２０年で稼動していくということで算定したら、どのくらいになるかということで

申し上げますけれども、左のほうにあります、平成２０年の数値であります５２，２８９

トン、３９，２７５トンを基に、１日あたり等を出しまして、先ほどの実稼働率と調整稼

働率で、計算をすればいいわけですけれども、それで計算をしますと、現状推移の場合、

平成２２年と同様に１９４トンが計算で出ます。 
 それから連合目標で建設していった場合、年間焼却処理量が３９，２７５トンですが、

これですと施設規模は１４７トンということになります。平成２２年で建設するよりは、

２０年のほうが施設規模は２トンほど多いということですが。 
 これが平成２２年でなくて２３年以降ということになりますと、ごみの量が減ってきま

すので、それに応じて施設規模も小さくなるだろうというのが、施設規模を算定する上で

の計算になろうかと思いますが、施設規模の算定方式等につきまして、まず検討をしてい

ただきたいということで、このところで議論いただきたいと思いますが、よろしくお願い

いたします。 
 
委員長 
 今、施設規模の算定ということで、検討事項１にありますが、ごみの排出量の将来推計

等の中で最終的には、１５０トン以下とするという、ごみの焼却施設の規模の説明があり

ましたけれども、事務局に対する御質問がありましたら、お出しをいただきたいと思いま

す。 
 この１５０トン以下という数字をこの委員会で決定するという、そういう形をとるんで

すか。ちょっとその辺だけお願いしたいと思います。 
 
事務局 
 どこの時点で決定すればいいのかなんですけれども、できればこの委員会の中で施設規

模を設定していただいて、それを基に、基本計画を策定していきたいと考えておりますの

で、この地域として、どの程度の規模が必要だということでの方向は、ここでしっかりし

ていただければと思います。 
 
委員長 
 今、事務局のほうから、そういう説明があったんですがいかがですか。 
 広域ごみ処理計画の基本的なことに関わってきますので、なかなかこの委員会で、特に

住民参加の方々、どういうふうにこの数字を捉えて御検討いただけるか、難しいような気

がするんですが。 
 
事務局 
 ひとつ申し上げますが、県の広域化計画の中では、この地域の施設規模は３００トンと

いうふうに設定されておりますし、それから上田地域広域連合のごみ処理広域化計画の中

では、２００トン炉というふうに今までうたわれて、そういう形の中での計画はされてお

ります。 



 12

委員長 
 そうすると具体的には２００トンを計画したけれど、１５０トン以下にごみ減量等で抑

えたらどうかという、そういうことですね。どうですかね。あいさつで申し上げましたけ

れども、ここでの検討ということで、決めるというか、そういう決めるとこまで、できる

のかどうか、ちょっと気になるんですけれども。何か御意見ありましたら。はいどうぞ。 
 
○○委員 
 国の方針等が、そういうごみ減量をしなければ、もう補助しないということですから。

今、委員長、難しいといいましたけれども、この１５０トン炉で、この説明のとおりで私

はいいと思います。 
 
委員長 
 例えば、１６０トンがいいか１４０トンがいいか、いろいろ数値の移動があるんだけれ

ども、１５０トンがいいというのを、そういう説明がつけられるかどうかね。ちょっとそ

の辺が．．． 
 
○○委員 
 ですから、この１５０トン以下とするので、私はいいと思います。 
 
委員長 
 じゃあ、ここの意見としては、そういうまとめ方をしてもいいということですね。 
 
○○委員 
 私は、そう思います。 
 
委員長 
 ほかに、いかがですか。 
 
○○委員 
 非常に悩むところではないかと思うんですけれども。というのうはですね、非常に良く

できた資料ですけれども、ひとつには人口が、国の人口予測に沿って、減っていくという

のが大前提ですよね。けれども、そういうふうに上田地域を考えるというのは、寂しいと

いうか、悲しいというか。この先も人口が増えていくと予想される地域が近隣にある中で、

行政、あるいは我々市民も、頑張ってですね、上田地域を発展させていこうと、今、一生

懸命、皆さんが考えている中で、減っていくことを大前提にした数値目標っていうのが、

悲しいなっていうのが実感です。 
 もう一つですね、いいのかなと思うのが、先に渡された資料の中で、下水汚泥の問題が

ございました。そういったものまで取り組むか取り組まないか、そういう部分の検討がこ

の１５０トンの中には入ってないわけです。そういう中で、こういう数値目標を、この検

討委員会で決めてしまうというのは、もう少し、いろんな部分で検討を重ねていただいた
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方がいいのではないかと。 
 特に、いただいた資料の中では、一般廃棄物と、それから産業廃棄物と、それもやって

いけそうだと。下水汚泥というのは産業廃棄物だと。そういう中で、より将来的にランニ

ングコストのかからない方法をとっていくべきではないかと。そういう中で、もう少し、

この検討委員会だけではなくて、よりいろんな各方面の人たちを交えた中での御検討をさ

れたほうがいいのではないか、というような気もするわけです。 
 特に、今いただいた、資料の１－１の中で、こういった基本計画の概要というのが、す

ばらしいと。特に取り組み目標の２番というのがあってですね、１人１日あたりのごみ量

排出量を２０パーセント削減、それから環境型社会ビジネスの市場、あるいは雇用規模の

倍増等というのが、こういうのが非常に大事なんじゃないかと。つまり焼却炉を建てると

いうと住民なんかは、みんな反対するわけですよね。けれども、その地域の雇用が増える、

あるいは、もしかしたら企業も、上田はごみのリサイクルが、どんどん進んでいる地域だ

ということで、企業の進出も促されるかもしれないということでですね。ちょっと話が変

になりましたけれども。 
 いただいた資料の中で、現状を考えた前半の１５０トンという数字とですね、まだ後半

になってないわけですが、下水汚泥などをどうするかという後半の部分、これが併せて考

えられてない数字ですよね、この１５０トンというのは。そういう中で、もう少し検討さ

れていくべきではないか、というような気がしました。以上です。 
 
委員長 
 はい、今、○○委員さんのほうから、地域として全体では人口減少という傾向にある中

で、この地域としては人口を増やすという取り組みを、この地域の発展のために必要じゃ

ないかと。そういう見通しの立て方が、この中では示されていないということ。 
 下水汚泥の混焼について、焼却炉の規模を決める中で、大事な視点をもう少し考えた上

で決めていく必要がある、というような指摘がありました。 
 はい、事務局。 
 
事務局 
 今、○○委員さんからお話がございました、下水汚泥等の混合焼却の関係ですが、これ

は２８ページから、検討をお願いしますし、それから３１ページのところで、掘り起こし

ごみについても、検討いただきたいということで、一応、その後で検討していただくと。

一般廃棄物がある程度決まらないと、下水汚泥をどの程度入れられるのか、ということも

算定できませんので、まず一般廃棄物の施設規模ということで検討していただきたいと思

いますが、よろしいでしょうか。 
 
委員長 
 今、下水汚泥については産廃の関係も含めて、一般廃棄物の、最初にごみの焼却施設の

規模としての設定をした後で、併せて考えるということになっていると思いますけれども。 
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○○委員 
 確認させていただきたいのですが、要するに一般廃棄物の施設規模を出した後で、下水

汚泥や掘り起こしごみの規模を出して、併せた規模の施設を考えていこうと、そういうこ

とでしょうか。それでしたらいいと。非常に減量していくのは大変だと思いますけれども。

そういうことでしたら、いいと思います。以上です。 
 
委員長 
 そういうことで、下水汚泥の混焼については、この規模を決めた後、また、それについ

ても検討した上で、決めるということで。 
 私が進行しながら聞くのも何ですが、県の計画で３００トン、あるいは上田広域で 
２００トンというのは、いわゆる、今までは予備炉というのをある程度見て、規模も実際

には造っていましたが、そういう考え方はこの３００トン、２００トンにはなくて、全く

同じレベルでみたときに、１５０トンまで減量化で落とそうという、そういう考えでいい

のですか。 
 
事務局 
 ただいま、委員長からお話がありましたけれども、今までは予備炉というものがありま

して、上田クリーンセンターがそうですが、本来は１００トンの規模で十分なわけですけ

れども、予備炉がもう一炉建設されておりまして、合計で２００トンという施設です。 
 ただ、これは国の補助対象にはならなくなりまして、予備炉が建設できなくなったとい

うことです。現状は、どちらかといいますと、やはりごみの減量化ということ、それから

施設については極力、小さな施設とするということが、国とのヒアリングの中で、国の指

導を受けているということで、予備炉、あるいはこの後でまた説明しますけれども、予備

炉のほかに月変動率によって、施設規模を大きくすることができたわけですけれども。月

変動率というのは、多い月と少ない月、例えば１２月のように、ごみがどんどん増えるよ

うな月と、それから２月のように月とすれば、日数が少なくて、少ないというような月が

ありまして、やはり多いときに耐えられるような施設規模が、算定できたわけですけれど

も、現在は、それも対応できないという状況です。 
 なるべく小さな施設を造りなさいよという、国の働きかけ等もありまして、ここで非常

に小さな施設となってしまうかと思いますが、その辺のところが本当にそれでいいのか、

果たしてそんなに小さな施設を造って、稼動したけれども、ごみが処理できないよという

こともあるのではないか。その辺もじっくり御検討いただければと思います。 
 
委員長 
 はい。予備炉の考え方、従前は、国庫補助対象だったけれども、近年に入って、できる

だけシンプルといいますか、ごみ減量化に合わせて施設規模も縮小して、無駄のない稼働

率の高い焼却炉、ということで決められてきているようですので、その辺が、現実とどの

程度、幅を持たせないと、ごみが山積するということも予想されるという、懸念がないわ

けではありませんけれども、理想に近い形で決めていく必要もあると思いますので、その

辺も御意見ありましたら、お願いします。 
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○○委員 
 よろしいですか。ここで、これで決めるのかどうなのかという問題ですけれども。 
 その中で、ごみの焼却施設の方法によって検討されるものがないのかどうか。その辺は

いかがでしょう。 
 
事務局 
 焼却施設の方法によってごみの量が．．． 
 
○○委員 
 減量化率の問題でね。 
 
事務局 
 それは、方法では、そんなに違いはないと思います。 
 
○○委員 
 今まで見てくる中で、いわゆる分別の仕方の問題がありますよね。どこまで分別するの

か。その辺のところで。 
 あと、カロリーをどこまで求めるか求めないか。燃やす場合のですね。その辺のところ

も検討した中で、考えていくことが、そのように個人的には考えています。 
 
事務局 
 確かに、ごみの減量化を進めていくことによってですね、ごみ質が相当変わってきて、

ごみのカロリーが下がったり上がったりということが出てきますので、その時点で処理方

式によっては、建設できないという処理方式も出てくると思います。 
 ただ、処理方式を前提として、例えばごみの分別をしたくないからという形で、処理方

式を先に決めてしまうとか、それは現段階では難しい。 
 例えば、よく言われるのはコークスを使うシャフト式ですね。これはどんなごみでも入

れられますので、あまり分別しなくてもいいということが、よく言われるわけですけれど

も。そういった形で決めてしまって、もっていくというのも、ちょっと強引過ぎるかなと

いう気がするのですが。処理方式はごみの量、あるいはごみ質がある程度、設定されたと

ころで、それに対応できる処理方式かどうか、という形で検討していくほうがいいのでは

ないか、という気がします。 
 ただ、規模については、それほど、どういった方式であっても、対応できないというこ

とはないと思いますので、施設規模はある程度決めてしまっても、どういう方式でも対応

できると思います。 
 
委員長 
 そういう説明がありましたので、御理解いただきたいと思います。 
 もう一点、基本的なことを確認しておきますけれど、人口予測を、丁寧に、ＣＲＴの計

画、それから上田広域での計画、そして県等の将来推計、これは共通の．．． 
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（テープ反転）．．．この辺は基本的に確認されているわけですか。 
 
事務局 
 各市町村の人口推計というのは、ほとんど、まだ右肩上がりの人口推計を採られている

と思います。 
 聞くところによると、合併の計画の中では、やはり国の人口統計等を基に減少傾向にな

る、という算定がされているようですが。 
 やはり、市町村計画の中では、財政規模の問題もありますけれども、人口は伸びるとい

うのを、採られているのがほとんどだと思いますが。ただ、最近は見直しをされてきて、

人口は減っていく、というふうに変えてきているところもあろうかと思います。 
 各市町村の本当の実態というのは分からないんですが、合併の中では減ってくるという

ことですけれども。 
 
委員長 
 確認したいのは、今、事務局で推計したらこうなったよという数字と、それから広域計

画を、企画課が中心でたぶん作ると思いますが、そのときやはり基本になるのは、人口推

計だと思いますが、その辺のところの整合がとれているかどうか、ということを心配にな

って聞いたのですが。 
 
事務局 
 昨年、広域のほうで広域計画を策定したのですが、やはり人口は増えるという推計をし

ておりますので、その辺の整合はとれておりません。 
 ただ、今年、ふるさと市町村圏計画を策定していくわけですが、そこでは、やはり人口

は減っていくという推計をしていかざるを得ない、というふうに思います。 
 
委員長 
 はい。私の意見ばかりでも何ですから。 
 
○○委員 
 一ついいですか。 
 
委員長 
 はい、どうぞ。 
 
○○委員 
 予備炉はとれないということです。そうすると、まあ、故障があったとき、何日間か、

稼働できない。それが、その上の稼働率で２８０日まで稼働するということで、３６５で

割ると７６．７パーセントくらいになる。だけど、調整稼働率が９６パーセントで、連続

でやるというのは、そういうような所から、この数字が出てきていると判断してよろしい

でしょうか。 
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委員長 
 はい、事務局お願いします。 
 
事務局 
 はい。その通りです。 
 それからもう一点、もう一つ対応できる方法として、今後、１１ページ以降でまた検討

していただきますけれども、小さな炉を造っていく関係がありますので、定期点検ですと

か、修繕ですとか、どうしても全炉停止していかなければいけない、という可能性が出て

きます。それに対応した形で、次のところで、ピットの大きさを大きくしていくと、それ

で、ごみをある程度、貯留していく、という検討をしていかなければいけない、というこ

とを次の段階で、検討いただきます。 
 
委員長 
 当委員会で、こうした施設規模も含めて最終的に、私の認識は、広域連合から与えられ

た予見の下に、それにふさわしい施設を選んでくれというのが、私たちの仕事だと思った

のですが。 
 その大きさも全てここに任せるよということになると、ある程度責任も、当然、どの場

合も責任はあるのですが、確実な見通しをきちんとつけて、いろんなものに対応できる炉

の規模を選んでいかなければいけないと思って、慎重に構えたわけでございます。 
 いずれにいたしましても、数字的には、１５０トン以下という検討結果で示された規模

が出ておりますので、これについては、算定の結果として出たものですから、問題ないと

思うのですけれども。 
 今のお話、いくつか聞いていると、汚泥の関係の混焼の問題だとか、それから全炉停止

に対応するために、ピット容量の大きさの問題がかかわってくるような説明が、事務局か

らありましたので、検討結果１に示された内容については、いろいろ質疑、まだ、あろう

かと思いますが、次の項目の検討事項２へ移りまして、最終的にもう一度戻って１５０ト

ン炉の確認をしたいと思いますので、そんなふうに進行させていただきます。 
 では次に検討事項２について、事務局、説明をお願いします。 
 
事務局 
 それでは、１１ページのところから検討事項の２ということで、ピット容量の算定につ

いてお話申し上げます。 
 先ほど来、出ているわけですけれども、１５０トン以下ということで施設を建設した場

合、毎日、安定して何の故障もなく、２４時間稼働で何年も運転していかれるということ

であれば、いいわけですけれども、やはり、ごみの量が増えるという時期もありますし、

また定期的に炉の運転を停止して、修繕をしていかなければいけない、ということも生じ

てまいりますので、そのときにどう対応するかということで、そのときに対応するものと

すれば、現段階の国の補助要綱の中では、ピットの容量を確保していくということで対応

できる、というようなことで、ピットの容量をどの程度にするか、ということの検討をい

ただきたいと思います。 
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 予備炉という形での確保ができない、あるいは月変動率という形で施設規模を大きくす

るということもできない、ということになりますと、ピットの容量を増やすということで

しか対応できないというのが、現在の国の補助要綱に沿った形で、もし施設を建設してい

った場合には、そういうことになるということです。 
 それで、ここに２－１で月別変動係数の設定というのがありますが、これはやはり、ご

みの多い月と少ない月というのがあります。平均の月に対して、多い月がどのくらいの割

合で増えるのかということで出したのが、平成１０年から平成１４年まで、そして平均と

いうことで出してあります。 
 非常に変動率の多いクリーンセンターもあります。東部クリーンセンターの平成１１年

の数字を見ますと、１．５１ということですから、平均の月よりも５割り増しの月がある

ということ。ただ、それを３クリーンセンターで一緒に処理をしていった場合にどのくら

いかということで、平均の一番右端の加重平均で１．１７。平均よりも１７パーセント、

ごみが増える月があるということになります。 
 これが、過去５年間の月変動率の平均というふうに捉えていただければと思います。 
 これを基にピットの容量を計算するということになります。まず、ごみピット容量の算

定ですけれども、まず普通に建設していきますと、ピット容量というのは、①のピット容

量の算定式というのがありまして、施設規模に７日分をかけて見掛け比重で割ったという

ことです。 
 見掛け比重というのは、要は比重ですけれども、ごみを重量から容量に、入れ物ですか

ら、容積に換算をし直すということで、この０．２５５という数字を使います。 
 7 日分は通常、そういった形で確保できるけれども、それ以外に月変動の多い月があり

ますから、そういった形に対応できるものとして、先ほどの１．１７、１７パーセント増

に対応できるピット容量をどのくらい確保できるか、ということで計算をしたのが、②の

ところの余剰対応分の算定式ということでございます。 
 施設規模に最大月変動係数の余剰分、１７パーセント分ですね。それに月間の受入日数、

月間の受入日数はここにありますけれど、２８０日を１２ヶ月で割った２３日です。 
 それで出しましたのが、余剰対応分のピット容量ということです。先ほどの通常７日分

と、余剰対応分のピット容量を足しますと、それぞれ現状推移で８，３０１ｍ３、それか

ら連合の目標達成で６，２０３ｍ３、それから国の目標達成で６，１１９ｍ３ということで、

これだけのピット容量を確保しておけば、１１日分は、全炉停止してもごみを貯留できる

と。 
 だいたい１週間あれば、普通の修繕、定期点検等は、対応できると思いますし、それ以

上の大事故、大規模な故障等が起きた場合には、対応できませんけれども、通常ですと、

この程度確保できれば、何とか対応できるということで、ピット容量を大きく増やしてい

くという形で算定したものです。 
 ここまでは国の補助対象になるということです。ここの部分につきましては以上ですが、

よろしくお願いいたします。 
 
委員長 
 検討事項２につきまして、説明ありましたけれども、ただ今の説明につきまして質疑等



 19

ありましたら、お出しいただきたいと思います。 
 
○○委員 
 あれもだめ、これもだめということで、補助金のかんじがらめで、たがをはめられて、

ピットで逃げたという感も無きにしも非ずなんですけれども。 
 これはこれでいいと思います。というのは、例えば１５０トン炉にしても、やはりリス

ク分散という形から、当委員会としても、様々な方式、地域を見させていただいて、例え

ば４００トンのところだと、２００トン炉が２つ、それから４２０トン炉のところだと、

１４０トンが３炉と、こういう形でやっておりますので、当然、広域としても７５トン炉

を２基というような話をしているので、２基とも偶然一致して故障して、ごみが滞留して

しまうということを想定しても、この１１日ということになっているので。そういうこと

はまずないと考えますので、私はこれでいいと思います。 
 それと前の段で、○○委員さんのほうから、人口動態についての懸念があって、鋭意努

力して増やそうとしているところもある、ということですけれども、当委員会としてそこ

まで踏み込んで考えると、二進も三進もいかなくなると思います。 
 やはり死亡率とそれから出生率との差が、今１０万人を切ったというようなことで、国

全体をマクロで見ると平成１８年がピークで、その後、減っていくという形になっていま

す。 
 当地域においても既に減少しているところもある、というような観点から、鋭意努力し

て増やすことは、もちろん必要でしょうけれども、その増えた分がこの焼却施設に影響を

及ぼすという範囲まで増えるとは思えませんので、その辺は考えないで、当委員会として

出していったらどうか、というふうに私は考えますけれども。 
 今、前段で申しました７５トン炉が２基というような形になるのでしょうか。これも質

問になりますけれども、事務局お願いします。 
 
事務局 
 １５０トン炉が１炉というのは非常に危険だと思いますので、通常で考えますと、７５

トン炉が２炉という形がいいかと思いますが、○○委員さんのほうでその辺いかがでしょ

うか。 
 
委員長 
 それでは○○委員さんお願いします。 
 
○○委員 
 そうですね、やはりプラントは普通２炉くらいが最小の数じゃないでしょうかね。１炉

が止まりますと、全部止まるわけですからね。最低でも２炉あったほうが、半分ずつ運転

するといいますかね、２炉が最低じゃないかと思います。 
 
委員長 
 そういうことで、分散して炉を設置することによって、リスクのほうも分散ということ
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のようです。ほかに。はい、どうぞ。 
 
○○委員 
 一昨年、豊橋、それから昨年、所沢、川口というふうに、近代的だという炉を見させて

いただいたのですが、どこの焼却場で処理されるごみを見ても、そうでしたけれども、レ

ジ袋が使われていて、全てのところで分別がされていない。 
 私たち上小地域に住んでいるものは、本当に分別ということで、レジ袋は使わないよう

に、昨年の１０月から東部町も丸子町も可燃ごみを有料化して、有料指定袋ということで、

住民性としても非常に減量意識が高いと思います。 
 それで、大きな炉で何でも燃やしていいというのは、本当に良くない考え方だと思いま

すので、私はこの１５０トンということで、それ以上大きくする必要はないのではないか、

大きければ何でも燃やしていいかということが、またごみを増やす原因にもなりますし。 
 私ども本当に底辺で消費者の皆さんとか、私自身、小学校などに行って、ごみの減量を

しましょう、ということを申し上げるのですけれども。本当に一人一人の心がけでいくら

でも減量できます。 
 あと２０パーセントというのが、上小地域では生ごみの量にあたるということですので、

やはり今後、生ごみの、後のほうにも出てきますけれども、資源化とかそういった方法で、

１５０トンという、この炉のところをですね、この数字で是非やっていっていただきたい

なというふうに。やはり住民の意識を高めていく上でも、今度、決して十分な大きな炉を

造ったわけではないので、一層減量化に励みましょうというような意味でも、１５０とい

う数字でいいのではないか、というふうに私は思います。 
 
委員長 
 ありがとうございました。ほかにはいかがでしょうか。これも、検討事項１からの関連

で、先ほど予備炉の話も出た問題もこういう形で解決するということで、示されておりま

すので、御理解いただいて、数字的に算式に沿っておりますので、数字はそれを信じてい

いということで、次に移らせていただきます。ここで５分休みをとります。 
 
再開（３時００分） 
 
委員長 
 休憩時間短くてすみませんが、議題が先、詰まっておりますので、少し進行を急がせて

いただきたいと思います。 
 それでは検討事項３につきまして、ごみ減量化施策の検討ですが、また事務局から説明

していただきまして、質問をお願いします。 
 
事務局 
 それでは、今日、検討していただく内容がですね、非常に豊富にあるもので、なるべく

短時間で、身のある検討をしていただきたいと思います。 
 それで、検討事項の３ということで、ごみ減量化施策の検討でございます。 
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 先ほど来、施設規模について１５０トン、というような形になってきているわけですけ

れども、そうは言っても、この１５０トンという施設を造っても、ごみの減量化というこ

とをしっかりやらなければ、ごみに埋もれてしまう、ごみが溢れてしまうという可能性も

出てくるわけです。 
 そこで、このごみの減量化策というものを、しっかりやっておく必要があるということ

になります。 
 それでは、どのくらいの減量化をしていくことになるのかということです。５パーセン

ト削減なりということではあるけれども、ごみの量とすればどのくらいかということで、

必要量を算定したのが、まず、総排出量の減量ということで、算定をしております。 
 それから②で焼却処理量の減量ということで算定したものです。 
 一番下に減量必要量ということで表になっておりますけれども、平成１７年時点で考え

ますと、総排出量を１１，６２４トン、それから焼却量を１３，０１７トン。 
 それから平成２２年にしますと、総排出量を１１，４１６トン、焼却量を１３，６９８

トン、これはあくまでも現状推移でいった場合との比較で、これだけ減量化していかなけ

ればいけない、という数値でございます。 
 そういったものを具体的に減らしていくためには、どういったものが減らしていかれる

か、あるいは資源化していかれるか、ということで、検討していく必要があるということ

で、１３ページの１－２ですが、焼却ごみの組成分析というのを行なっております。 
 組成分析を見ますと、御覧のように、紙布類が５９．７パーセントで、一番多いです。

それから木竹類が６．０パーセント、厨芥類が２１．５パーセントというような形です。 
 一番下のほうに、１－３で資源化・減量化対象ごみの検討ということで、書かれており

ますけれど、やはり一番組成分析の中で高い、紙布類については、もう少し、減量化・資

源化していく必要があるだろう。 
 それからごみの中で、紙布類が減った場合に、ごみ質が落ちるというようなことを考え

ると、厨芥類も資源化等を検討していく必要があるということです。それから、ここに書

いてございませんけれども、やはりダイオキシンのことを考えますと、プラスチック類も

もっと減らしていく必要があるだろうということです。 
 １４ページをお願いしたいと思いますが、１４ページの中で、取り組むべき施策という

ことで、まず（１）で紙布類の資源化・原料化、それから１５ページのほうは（２）でプ

ラスチック類の資源化・減量化、それから１６ページ以降については、剪定枝・厨芥類の

資源化・減量化ということで、この３つの部分について、減量化をしていく必要があると

いうことで、それぞれこういった施策を取り組んでいく必要がある、ということです。 
 まず、１４ページの紙布類の資源化ということですが、紙布類の中でも、布類というの

がここには記載されておりません。 
 布類というのは、資源化をずっと、市町村でされてはきているのですが、実際には布類

の資源化というのは、非常に限られたものです。タオルですとか、シーツですとか、ワイ

シャツですとか、本当に限定されたものが資源化できるだけで、ジャンバーですとかコー

トですとか、靴下ですとか、下着ですとかセーターですとか、そういったものは全て資源

化できないで焼却されているというのが実情です。 
 こういったものをやはり資源化していくということを、考えていかなければいけないわ
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けですけれども、現実としてはそういったルートがないということです。 
 それで紙布類のうちの紙について資源化ということでございます。①のところでは「紙

布類」の資源化区分の明確化ということですが、それぞれ市町村によって多少違うと思い

ますが、大方こういった形で資源化されていると思います。 
 ②のところになりますけれども、現在、広域の中の市町村では、紙製容器包装について

は、容リ法（容器包装リサイクル法）ルートでの資源化ということは、されていないのが

実態でございます。これについては、全国の市町村の中でも、ほんのわずかの１２０市町

村くらいでしか、資源化をしていないということですので、なかなか難しいということは

ありますけれども、平成１７年に容リ法の見直しということが予定されております。 
 この中でどういった動きになるのかによっては、容リ法ルートでの紙製容器包装を、資

源化していくということも考えなければいけない。 
 それから③のその他の紙類ですけれども、新聞・チラシですとか、雑誌・書籍、段ボー

ル、紙パック等の資源化はしっかりされているわけですけれども、その他の紙類ですね、

各家庭に多く入ります、ダイレクトメール、あるいは小さな紙ですね、ティッシュペーパ

ーのように使用したものはだめですけれども。 
 普通に使っていていらなくなった紙、こういったものがなかなか資源化されないで、燃

やせるごみの中に入ってきてしまっているということで、こういったものは極力資源化で

きる、チラシですとか、そういったところへ一緒に入れてしまって、資源化ルートに乗せ

てやる、という分別を各市町村でしっかり取り組むということと、それから事業所等の事

務用に使われますコピー紙等が、事業所等から直接焼却炉へ持ち込まれるという状況であ

ります。 
 これについては、受入制限等を行なって、資源化ルートがありますので、そういった形

で資源化されるよう指導していくことになります。 
 それから製造販売業者に対しては、過剰包装を自粛するような形で指導していくことが

大事ではないかということです。 
 こういった形の減量化施策、資源化施策を早急に取り組んでいく必要があるということ

です。 
 つづきまして、１５ページになりますが、プラスチック類の資源化・減量化ということ

です。プラスチック類については、ペットボトルが容リ法ルートでの資源化、それから最

近になりまして、容器包装類のその他プラスチック類が、容リ法ルートでの資源化がされ

てきております。 
 上田市については、現在、まだ燃料化という形での資源化でございますが、来年からは、

容リ法ルートでの資源化がされるという見込みでございます。 
 そういった中での、資源化ルート、容リ法ルートになりますけれども、容リ法ルートで

全量資源化をしていただきたいということです。 
 容リ法の対象にならないプラスチックというものが、非常にあるわけですけれども、こ

れもできるだけ容リ法の中で、処理できるような形の見直しもしていかなければいけない。 
 これは国のほうの法律の改正等も必要になるわけですけれども、そういった容リ法に乗

せていくということも必要です。 
 それから、容リ法の対象にならないプラスチックについて、現在、焼却あるいは埋め立
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てという処理をしているわけですが、これを何とかして減らしていくということが大切で

す。これについては、バケツですとか、１００円店等に売っているプラスチック製品など

があり、これは容リ法のルートに乗らないものですけれども、これを実際に焼却しないで

処理する、資源化することが可能ですから資源化していくということ。 
 それからもう一点、トレーやペットボトルが現在、容リ法のルートで処理されているの

が多いかと思いますけれども、特にトレー、ペットボトルについてはスーパーなどで店頭

回収されていますので、極力そちらのほうへ、きれいに洗ってもらってだしていただくと

いうことも、市町村が収集するごみからは減るということになり、市町村の処理経費も減

りますし、また、これは製造者責任、あるいは販売者の責任ということになりますので、

そういった形でのリサイクルが、十分ルートが確立されておりますので、そちらの方面に

振り向けるということも必要ではないかと思います。 
 いずれにしても、容リ法のルートに流すためには、異物の混入を防ぐということと、食

品残渣物を洗って乾かして出す、ということを指導していくことが必要です。 
 それから１６ページ、１７ページにつきましては、剪定枝・厨芥類の資源化・減量化と

いうことです。 
 厨芥類については、２１．５パーセントを占めているというような中で、これを減らす

ことによって、あるいは資源化することによって、相当ごみの量を減らすことができるの

ではないかということです。 
 まず一点目としまして、①として剪定枝・厨芥類については、統合のごみ処理施設が稼

働するまでの間に、構成市町村において全量資源化、ということに取り組んでいただけれ

ばと思います。 
 ②として、剪定枝のチップ化による資源化策を、すでに各市町村とっているところもあ

りますけれども、それぞれ市町村にそういった業者等もありますので、委託等によって処

理が可能ではないかと思います。 
 また、チップ化する機械というのは、そんなに大きな投資をする必要がないので、多く

ても１千万円以下の施設でございますので、そういった形で、施設を建設する、あるいは

そういったものを導入することによって、全量資源化していくことが可能ではないかと思

います。 
 それから③として、家庭からの厨芥類の発生抑制ということで、やはり発生源での減量

化・資源化が大切でありまして、ごみの量を減らすということで一番効果があるのは、水

切りを徹底してもらえば、それだけで相当な重量を減らすことになります。単なる水切り

ではなくて、少し搾るくらいの水切りをしていただく。あるいは、ごみとならないような、

エコクッキングとよく言われているわけですけれども、材料をすべて使い切るような料理

をしていただく、ということが大切だと思います。 
 それから④として、厨芥類の堆肥化ということですが、そこにありますように、堆肥化

できる方法とすれば、だいたいこの３点に限られてくるんじゃないかと思います。 
 家庭においての堆肥化、それから自治会あるいは地域コミュニティー単位での堆肥化、

それから市町村単位くらいの、ある程度、大規模なところで施設を建設して堆肥化する、

この３つの施策をとっていくということで、全量堆肥化ということを、お願いしたいと思

います。 
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 １７ページのところで、その他の厨芥類の全量堆肥化について、取り組みの施策として

は、事業所等においての堆肥化、あるいは集合住宅等での堆肥化施策を、例えば施設建設

時に設置していただくということも可能ですし、それから事業系の厨芥類の発生抑制とい

うことについては、製造段階、流通段階、消費段階、それぞれ達成をしていくような意識

を持って取り組んでいくということで、減量化できるのではないかということです。 
 それから、最近、地域で生ごみの資源化について取り組んでおります、ＮＰＯ等の団体

等があるかと思いますので、そういった活動に対しても、やはり積極的に支援していく必

要があると思います。 
 それから⑥としては、そういった堆肥化だけじゃなくて、新しいバイオガス技術等も、

最近、各地で導入されている状況もありますので、そういったことも積極的に研究してい

く必要があろうかと思います。 
 下のほうに書かれておりますけれども、堆肥化というのは、そんなに目新しい技術では

なくて、昔から行われていたものです。 
 ただ、分別をやはりしっかりしていただくということをしないと、堆肥となっても使わ

れないということがありますので、分別をしっかりしていただくということと、さらに、

良い堆肥ができたから良いということではなくて、やはり堆肥を使って、農産物を生産し

て、そしてその農産物が消費者に戻ってくる。消費者もまたそれを購入するというような、

循環の輪を作っていくということが必要だということです。 
 そういったことで、この検討委員会として、どういうふうにまとめるかということです

が、１８ページのところで、先ほどから申し上げました紙布類の関係、それからプラスチ

ック類、剪定枝・厨芥類、その他というような中で、こういった施策を順次実施していく

必要があるということで、一応、住民や事業者の意識啓発に努めて、まずは発生抑制とい

うことを推進していくことを前提として、施策を実践していくということです。 
 ごみの減量化策については、そういうような検討を提案いたしましたが、御検討いただ

きたいと思います。 
 それから１９ページのところで、ごみの減量化施策の実施による減量化可能量というこ

とで、試算をしてあります。 
 そういった施策を実施することによって、どのくらいのごみの量を減らすことができる

のかという部分で、試算をさせていただきましたけれども、紙布類について、あるいはプ

ラスチック類、剪定枝・厨芥類等、施策を全面的に実施しますと、平成１７年度の計のと

ころで、１５，２６３トン、平成２２年度のところで１６，４３８トン程度、減量化でき

るだろうということになりますので、そうしますと資源化・減量化の目標としております

１３，０１７トン、あるいは１３，６９８トンを上回って減量化が図られるということに

なりますが、これはあくまでも試算でありまして、この施策に沿って、十分に実施されな

いと効果が出てこないということになります。 
 ここまでの段階で、検討いただきたいと思いますが、２０ページのほうは全国で、こう

いった形で、堆肥化ですとかバイオガス化等、炭化まで含めて、脱焼却のために取り組ん

でいる団体がいくつかあるということでございます。 
 以上の部分までで、お願いします。 
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委員長 
 焼却施設の規模を決める上で大前提となります、ごみ減量化施策につきまして、かなり

緻密に施策を説明いただきましたが、これにつきまして、何か御質問等ありましたらお出

しいただきたいと思います。 
 
○○委員 
 たいへん、提案はすばらしいなというふうに、思っています。これができれば、本当に

炉も小さくできますし、とてもいいことだなあと思います。 
 ただ、一番の問題点は、剪定枝にしてもそうですし、生ごみにしてもそうですけれども、

市町村単位でという考え方で提案いただいていますので、それについては、市町村が本当

にここに力をきちっと入れないと、減量化できないのかなと。個人でということもひとつ

できますが、集落内、コミュニティー単位でというのは、なかなか難しいのかなという感

じがしますので、このごみの減量化、厨芥類等についてもそうですけれども、この仕方な

んかも、やはり参加している市町村がそれぞれ同じような形で、いい施設を見つけて、そ

のことを推進しながら、しっかりとこのところを各市町村が息を合わせてやっていかない

と難しいのかなと、そんな意味では、各市町村の取り組み、一緒に、これを進めるような

施策を、それぞれが力を合わせてやっていくことが大切かなと、そんなふうに感じたとこ

ろです。 
 
委員長 
 各市町村の意気込みのある取り組みが必要だということであります。これは特に内容的

にも問題がないということでございますので、この減量化施策ができるのを前提にして、

ひとつのまた結論付けをしていきたいと思います。 
 つづいて検討事項４、計画ごみ質の検討ということで、説明をお願いします。 
 
事務局 
 それでは２１ページから計画ごみ質の検討ということになりますけれども、先ほど来、

ごみ質というものを検討してきていただいているわけですけれども、焼却方法、溶融を含

めてですけれども、処理方式を検討する場合には、やはりごみ質の影響というのが非常に

大きな影響を受けるわけでありまして、ごみ質によっては、ガス化溶融という方式を導入

できない場合もありますし、そういったことを事前に検討しておく必要があるということ

です。 
 それで、２１ページのところでは、まず現在の３クリーンセンターのごみ質ですけれど

も、計画段階ではどういったごみ質を想定していたのかということです。 
 上田クリーンセンター、低位発熱量というところで見ていただくのが一番分かりやすい

と思うのですけれども、説明が下のほうに書いてありますけれども、ごみが完全に燃焼す

るときに発生する熱量ということで、低位発熱量という数値があります。 
 低位発熱量で見ていただきますと、上田クリーンセンターが低質ごみで８００、基準ご

みで１，４００、高質ごみで２，１００、それから丸子クリーンセンターが、低質ごみで

８６０、基準ごみで１，４２０、高質ごみで２，１００、東部クリーンセンターが、低質
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ごみで８００、基準ごみが１，３００、高質ごみが１，８００ということで、施設が建設

をされております。 
 ２２ページを御覧いただきたいと思いますが、そういったごみ質で施設が建設されてい

るわけですが、現実、どの程度のごみ質になっているのかということになりますが、まず、

クリーンセンターにおけるごみ質分析結果というのがでております。一番右のほうの低位

発熱量という欄で見ていただきたいと思いますが、ちょうど上のほうから上田クリーンセ

ンターの平成１０年から１４年を平均しますと、２，０５７キロカロリー、それから丸子

クリーンセンターが２，７１５キロカロリー、東部クリーンセンターが１，６９５キロカ

ロリー、ということです。これが平均のごみのカロリーです。 
 全体の加重平均、下から２行目（２段目）になりますけれども、３クリーンセンター全

体を加重平均しますと２，１０６キロカロリーということです。この２，１０６という数

字を、前の２１ページのところの計画ごみ質と比較いたしますと、これが基準ごみに当た

るわけです基準ごみの段階で、２，１００程の既にごみ質になっている、非常にカロリー

の高いごみ質、非常に燃えやすい、温度の上がりやすいごみ質になってきているというこ

とです。 
 その辺がですね、２２ページの上田クリーンセンターの状況を見ていただきますと、計

画ごみ質の上限に近いごみが搬入されている。紙布類の混入割合が高いために高カロリー

となっているというような状況です。 
 それから２３ページのほうの丸子クリーンセンターの状況を見ていただきますと、同様

に計画ごみ質の上限を超えたごみが搬入されている、あるいは合成樹脂、プラスチックの

ことですけれども、これらの混入割合が高いということです。厨芥類は、割合とすれば少

ない。 
 東部クリーンセンターについては、同様にごみ質は高くなってきております。 
 ２４ページの方をお願いしたいと思いますが、３クリーンセンターを合算した場合に、

どういったごみ質になるかというと、だいたい上田クリーンセンターのごみ質とほとんど

同じくらいになるだろうと。やはりごみの量が多いということで、上田クリーンセンター

のごみ質によって、大きな変動があるだろうということです。 
 その中で、将来ごみ質の検討をしていくわけですけれども、現段階の中で、将来計画ご

み質の基本数値というのが、ここで出てきておりますけれども、低位発熱量で２，１０６

キロカロリーというのが、現状の加重平均された、ごみ質です。これが基本的な、現段階

での、ごみ質の数値になろうかと思います。 
 ２５ページからは、将来ごみ質の設定方法ということですが、やはりごみのカロリーと

いうのは、３成分の中で水分が多いか少ないかによって、ごみのカロリーが高くなる。そ

れから、可燃分、燃えるものが多いか少ないかによっても、ごみのカロリーが変わる、こ

の辺は相関関係があるということで、この表は見ていただければと思います。 
 ２６ページをお願いしたいと思います。そういった中で、広域連合のごみ質とすれば、

どういったごみ質を設定していけばいいのかと、これが施設の建設の計画ごみ質というこ

とになりますけれども、低位発熱量のところで、基準ごみを２，１００といたしまして、

前後、低質ごみについては１，１００、高質ごみについては３，０００と、非常に高いご

み質を設定していくということになろうかと思います。 
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 これは以前の計画ごみ質に比べますと、非常に高い数値になるわけですけれども、ほか

の施設と比べてどうかということを検討したのが２７ページになります。最近稼働いたし

ました、最新施設の設計ごみカロリーというのが出ておりますが、それぞれストーカ炉と

かガス化溶融炉とかいろいろありますけれども、だいたい低質ごみで１，２００前後、基

準ごみで２，１００前後、高質ごみでもだいたい３，０００前後、というようなことで考

えますと、だいたい上田地域のごみ質についても、ほかのところで設定したものとほとん

ど似通った形であり、良いのではないかというふうに思います。いずれにしても、ごみ質、

ごみカロリーが上がってきていると、いうことを御理解いただいて、高いごみ質での計画

設定ということでお願いしたいと思いますが。ここまでのところで、よろしくお願いいた

します。 
 
委員長 
 計画ごみ質についての説明をいただきました。 
 （テープ交換） 
 はいどうぞ。 
 
○○委員 
 質問ですけれども、ごみ質と前段の検討課題３のところでの減量化がありますけれども、

ここで紙布類の減量化ということで、これが量的にも多いということですが、これは、こ

れを織り込み済みで、このごみ質というのが出ているのでしょうか。そうでないと、先ほ

どの厨芥類と紙布類が連動しているような考え方ですけれど、この辺が織り込み済みなら

納得できますが、これが減量されてごみ質が変化するということになると、施設としても、

またほかのことを考えなければいけないというふうに考えますので、的外れかどうか分か

らないですが、お聞かせ願えればと思います。 
 
事務局 
 その辺のところが非常に懸念されるわけです。ごみを減らしていって、例えば厨芥類が

ほとんどなくなってしまったというときに、今のごみ質と相当変わるのではないかという

ようなことが心配されますので、その辺ちょっと専門的な話になりますので、コンサルタ

ントからちょっとその辺を説明させていただきますが、よろしくお願いします。 
 
コンサルタント 
 それでは御説明させていただきます。 
 まず、２６ページのほうに出ている数字、こちらのほうの設定値の数字については、基

本的には先ほどの減量目標を達成しても、十分クリアできるように設定してございます。 
 それで、まず先ほどのお話で、紙布類、それから厨芥類、それからプラスチック、この

３つを差し引いた形で、検証させていただきました。 
 先ほど、平成１７年度のときのごみ組成というのが、紙布、木竹、合成樹脂・ゴム・皮

革、厨芥、不燃物、その他、ということで、その組成割合が焼却量ベースで出ているので

すけれども、この中からですね、今回、減量の品目としてあげたものを割り振っていかな



 28

いといけないわけですが、紙布の中に、例えば新聞紙が何パーセント入っていますよ、そ

れから合成樹脂の中にペットボトル、それからトレー、そういうものが何パーセント入っ

ていますよ、というのは実は街中で、実際にその場で計量して、割合を出さないと現実は

出ません。それで今回ですね、そういうデータがございませんので、全国平均的なですね、

紙布類の中の新聞が何パーセントあります、それから合成樹脂・ゴム・皮革類の中にペッ

トボトルが何パーセントあります、そういうデータがございましたので、上田地域のごみ

に当てはめて、品目ごとに、何パーセント焼却量の中に当てはまっているかというデータ

を、想定させていただきました。 
 その中から、今回対象となっている、紙布の中の新聞紙とか、そういうようなものを差

し引いて、それを焼却量の割合として差し引いた後に、今度は量を基にして、各々の割合

を戻すという作業をしました。 
 その結果、先ほど２６ページに出ております、計画ごみ質のところの結果にいたるとこ

ろもございます。２２ページのところの、こちらの今回「クリーンセンターにおけるごみ

質分析結果」のこの表の中の加重平均値の数字とですね、大幅に変わるものではないとい

う確認をさせていただきましたので、特段、今回、減量を図った後であっても、御提示さ

せていただいたごみ質の範囲の中で、焼却することができるということを確認させていた

だきました。簡単ですが、以上でございます。 
 
委員長 
 たいへん重要なポイントになるところでありますけれども、一応、減量目標を図った後

でも、この設定についてはいけるという、そういう説明がありましたので、よろしくお願

いします。 
 ほかにいかがでしょうか。ここも専門的な部分になってまいりますので、内容的に確認

等ありましたら、また別途お出しいただくことといたしまして、一応、御了解いただいて、

将来設計ごみ質の設定値につきましては、２６ページにまとめた結果について、一応、理

解していただいたということでお願いします。 
 つづきまして、検討事項５の下水汚泥等の混合焼却処理の検討の項目に入りますので、

また事務局で説明お願いします。 
 
事務局 
 それでは、２８ページから御覧をいただきたいと思いますが、最初の施設規模のところ

でも話題になりましたが、下水汚泥との混焼ということを検討いただきたいと思います。 
 ただ、ここで検討して受け入れる、受け入れないという判断をしていいのかどうか、非

常に難しい部分ではありますけれども、そうはいっても、平成１４年３月に策定されまし

た、「上小地区の下水汚泥処理基本計画」、これは長野県のほうから指示がありまして、こ

の上小地域の下水道担当課長さんにお集まりいただいて、計画を策定したものでございま

す。 
 その計画の中で、下水汚泥、将来的に非常に大きな量の下水汚泥が発生してくるわけで

すけれども、資源化・リサイクルできないという中で、焼却施設の稼働の動きがあり、そ

こへ一緒に処理をしてもらえないかと、いうことが計画されております。 
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 県への基本計画の報告の中では、２つの方法をこの上小地区の最終的な下水道の汚泥を

処理する方式として、挙げられておりますが、ひとつは下水側において、汚泥を炭化処理

するという施設を建設していくということ、それからもう一つが一般廃棄物のごみの焼却

に併せて混合焼却する、この２つの方法で処理をしていきたいというのが、この地域の処

理方法ということで、計画されているというのが実情です。 
 そういうことを受けまして、ここで下水汚泥を処理することができるのかどうか、検討

をいただきたいと思います。 
 この下水汚泥については、従来、建設省サイド、現在の国土交通省サイドの補助事業で

対応してきたものでありまして、その当時も、下水の汚泥との混焼ということについては、

その部分についてのみ、建設省の補助金、それからごみの焼却、一般廃棄物の焼却の部分

については、厚生省サイドの補助金ということで、二重の補助制度の中で建設されてきて

いるというのが、実情ですが、今回、平成１５年の補助事業の中から、環境省サイドの補

助要綱の中から、ごみ焼却施設の処理対象物として、一般廃棄物のほかに上下水の汚泥、

それから掘り起こしごみについても、処理対象物に含めても差し支えないということが出

ました。 
 それと同時に、今、下水汚泥については本来、産業廃棄物になるわけですけれども、こ

の下水汚泥については、一般廃棄物の処理と併せて処理することもできますよ、というこ

とが、廃棄物処理法の中でも定義されているという状況であります。 
 こういった産業廃棄物についても、一般廃棄物の処理施設で併せて処理することができ

ますよということを受けて、クリーンセンター条例の中では、産業廃棄物の受入というこ

ともできる条例にはなっておるわけですけれども、現実では受け入れていないというのが

実情です。 
 昨年も、建設関係の業者のほうから、木くずを焼却してくれという話の陳情があったわ

けですけれども、一般廃棄物の処理のほうに支障が出るということで、お断りをいただい

たという経過はございます。 
 そういった中で、下水汚泥の混焼ということを御検討いただきたいと思いますが、いず

れにしても、ここに性状ということがありますけれども、下水汚泥は本来、燃えるような

状況のものではないわけです。カロリーとしてもいろいろありますけれど、マイナス 
５００から５００キロカロリー、平均で０キロカロリーということですから、ほとんど燃

やすということではなくて、逆に一般廃棄物の焼却に支障を来たしてしまうという恐れの

あるものです。上小地区の下水道の基本計画の中では、平成２０年度には２９．５トンの

下水汚泥ですけれども、平成３０年度には、７０．７トンの下水汚泥が出てくるという計

画になっております。もし、下水汚泥を受け入れるという話になりますと、やはりカロリ

ーが下がってしまいますので、それに併せて産業廃棄物であります、紙くず、あるいは木

くずといったものを同時に受け入れないと、安定した処理ができないだろうということに

なります。２９ページのところで、もし受け入れるという、混焼した場合、どういった形

でなら受けられるかということですけれども、それぞれ処理方式によって、受け入れられ

る方式と、受け入れられない方式があります。 
 ２つに分かれているわけですけれども、焼却プラス灰溶融という方式と、それからガス

化溶融のうちでもシャフト炉、コークスを使った方式ですが、この場合には多少ごみ質が
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低くても、１，５００キロカロリーくらいあれば、焼却できるということです。それから

今まで見てきていただきました、川口市の流動床式のガス化溶融炉、それから豊橋市のキ

ルン式ガス化溶融炉、こういったガス化溶融炉、それから千葉県の川崎製鉄のガス化改質

炉といわれている、この方式でいきますと１，８００キロカロリーくらい、ごみカロリー

がないと溶融できないということになるということです。 
 そういった形でもし受け入れるということになると、どの程度なら受け入れられるかと

いうことで、それぞれのケースで積算したのが、真ん中の表にあります、「下水汚泥と一般

廃棄物の混焼量（平成２２年度）」という数字になります。 
 まずケース１では一般廃棄物の焼却量は１４３トンで固定した場合に、下水汚泥はどの

程度というのが、それぞれの方式で５７トン、２４トンとなります。あるいはごみの減量

化目標に沿って、１０７トンで計算した場合には、４３トンですとか、１８トン。それか

ら国の減量化目標に沿った１０５トンで計算した場合には、４２トン、１８トンというよ

うな、処理方式によって、相当、受け入れられる下水汚泥量が出てくると、受け入れられ

るものもあるということです。 
 ただ、そうはいってもこの一番下に下水汚泥の処理量予測というのがあるわけですけれ

ども、平成３０年が７０．７トン出てくると、これを全量受け入れるということはとても

無理な状況であります。 
 いずれにしても、もし受け入れるということになれば、相当な産業廃棄物であります、

木くず、紙くずを導入していかなければいけない。果たして、この地域にそれだけ受け入

れられるだけの、産業廃棄物の木くずや紙くずが出てくるのかどうか、ということもこれ

も慎重に調査をしてみないと、本当にそれだけあるのかということになろうかと思います。 
 そういった形で、下水汚泥を見込んで施設規模を算定した場合、どのくらいになるのか

ということですが、現状推移で建設をしていった場合には、例えば焼却プラス灰溶融、あ

るいはシャフト炉ということで建設した場合には２７２トン、あるいは先ほどのガス化溶

融やガス化改質ですと、下水汚泥の量が少なくなってきますので、２２７トンとか、いず

れにしても一番下の１６７トンまで、施設規模を大きくすることはできる。下水汚泥を受

け入れることによって、施設規模は大きくすることができますよということです。 
それから５－５のところでは、そうはいっても一般廃棄物の焼却に支障のない範囲では、

どのくらい受け入れられるのかということですが、通常の焼却あるいは溶融の中では、下

水汚泥を１０パーセントから１５パーセントは受入可能ということが、それぞれのプラン

トメーカー等でも言っている形ですので、１５パーセントで受け入れた場合にどのくらい

の施設規模になるのかということで計算したのが、下の表になります。ケース１で計算す

れば２２７トン、ケース２で計算すると１７０トン、ケース３で計算すると１６７トン、

ということになりますが、こういった形で下水汚泥を混焼していくという方法でいくのが

いいのか、あるいは一般廃棄物だけの焼却のほうがいいのか、その辺をこのところで検討

いただきたいと思います。 
 
委員長 
 最初の検討の中でも、○○委員から質問等、指摘がありました、下水汚泥の混焼につい

ての考察といいますか、検討を導く過程でいろいろなケースを挙げていただいております
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が、これはたいへん難しい問題で、それこそここで答えを出すことが可能かどうか分かり

ませんが、考え方としては、今示したように法的クリアーも含めまして問題はないわけで

すが、ただそちらのほうのウェートがかなり大きくなってきますから、施設の投資も大き

くなるだろうし、また、下水道の関係といたしましても、そちらのほうでの処理のあり方

も併せて検討しないと、なかなか結論が出ないと思いますが、ただいまの説明に対しまし

て御質問等ありましたらお出しいただきたいと思います。あるいは御意見でも結構ですが。

はいどうぞ。 
 
○○委員 
 これをどちらにしたらいいかということを考えた場合にですね、私が考えると、ポイン

トは２点あるような気がするんですけれども、私のところも下水道料金を払っているわけ

なんですが、市民の立場としてはですね、どっちが一体下水道料金が安くて済むのかとか

ですね、それがひとつのポイントかなと。２つ造ったら下水道料金上がるのではないかと

かですね、ひとつでよければ下水道料金安くて済むか、それが市民の立場からする、ひと

つのポイントかなと。 
 もう一つのポイントは、やはりこういう時代ですので、環境問題があるのではないかと。

処理していくときの環境負荷とですね、処理し終わった後の環境負荷という問題があると

思うのですけれども。特に下水側での単独の処理施設を造った場合に、その処理した後の

ものというのは灰になるのか、あるいは資源になっていくのか、そういうところもいろい

ろの選択基準のポイントとなると思うんですが、下水道料金上がっていくのか、下がって

いくのか、環境負荷はどっちが低くて済むのか、その辺どうなんでしょうか。 
 
事務局 
 非常に難しい話でですね、最近、特にライフ・サイクル・アセスメント（ＬＣＡ）とか

ライフ・サイクル・コスト（ＬＣＣ）とか、そういうことで判断をしていかなければいけ

ない、非常に難しい問題になるかと思いますけれども、その辺まで十分検討していく必要

があろうかと思いますが、そこまで検討していくと結論が出しづらいということになりま

す。 
 ただ灰になってからも資源になるのかということについては、いずれの方式においても

資源として再利用していくということが、どちらも可能ではないかなという気がします。 
 ただ、下水汚泥を受け入れるというのは、非常に問題があるのは、下水汚泥の場合には

重金属が含まれているということで、その辺の検討をしっかりしておかないと、単に焼却

側ですべてを受け入れるというのは難しいのかなという気がいたします。いずれにしても

ライフ・サイクル・アセスメントまで考えて比較していかなければいけないのかなと、結

論を出すとすれば、という気がしますが。 
 
○○委員 
 今、私触れようと思っていた、ＬＣＡについて事務局から出ましたけれども、そこまで

踏み込んで当委員会がやるかどうかと、非常に専門的な問題になってしまって、これはも

う１年や２年やったって結論が出ない、先ほど○○委員からもその辺について、どちらが
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得かと、これはＬＣＡ手法で出るものですけれども、環境負荷についてどちらが得かと、

例えば紙おむつと布おむつでどっちが得かと、いうふうに考えるのがＬＣＡですけれども、

前段のごみの減量化のところでですね、厨芥ごみ、それから紙布の減量をやると、これは

啓発的な計画ですけれども、これすら難しいときにですね、下水汚泥をどうするかという

議論に集中することが、それこそＬＣＡじゃないけれども、損か得かということになると、

とても結論が出ないということになると、やはり当委員会としては、最初に減量化を図っ

て１５０トンという線が出たのですから、そこで、皆さん先入観持ってもらうと困るんで

すけれども、私はそういう意見でやらないと、とても先へ進めないと、やはり掌握する省

庁だけでもまたがっているような問題を、我々がここでどうこう言っても始まらないとい

うように考えますけれども。以上です。 
 
委員長 
 それぞれ、意見、あるいは事務局の考えをいただいたところで、たいへん難しい課題で

あることには間違いないわけでありまして、ただ自治体のほうで実務に携わっている者に

は、かなり関心のある項目であることも事実でありますが、結論をここでどうに出すかと

いうのはまたさらに一層難しく感じております。今○○さんからのお話ありました、一応、

減量を前提とした１５０トンという目標が基本的にはこの委員会で考えられる範囲じゃな

いかということで、今日の時点ですけれども、結果として望んでいくのが妥当かなという

ことですので、場合によってはもう少し対極的に広域の中で、下水道サイドからの、二重

投資にならないように、さっき下水道の料金へのはね返りの話もありましたけれど、ただ、

トータルでライフ・サイクル・アセスメントですか、そういう大きな枠の中でまた別途、

話があって、それと合わせた結論になるということも道としてはあろうかと思いますけれ

ども、ここでは今の考え方について、一応、皆さん方のそれぞれ何か御意見ありましたら、

お出しいただきたいと思います。 
 
○○委員 
 よく分からないのですけれども、この下水道の汚泥というのは焼却するしかないんでし

ょうか。記憶定かでないのですが、確かメタンガスとかそういったものを発生させて資源

化させているようなことを、聞いたり見たりしたような気がするんですけれども、焼却す

るしか方法がないのかどうか、その辺をお聞きしたいと思います。 
 
委員長 
 事務局お願いします。 
 
事務局 
 下水汚泥についてはですね、今はですね、埼玉県ですか、県外の業者に委託しましてコ

ンポスト処理をしている形で資源化をしております。ただ、現在の量ですとそういった処

理もできますし、委託されている業者のほうでもそういったことができるのですけれども、

今後の、将来見込みを考えますと、なかなか全量処理することも難しいですし、業者のほ

うでも受けられないというような予測がある中で、やはり下水側でなんらかの焼却処理す
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る施設、あるいは炭化処理する施設を造るか、あるいはおっしゃられたようなメタンガス

が発生しますが、そういった形の施設を造るのか、いずれにしても大規模な投資をしなけ

ればいけないという可能性がでてくるかと思います。その辺の投資との兼ね合いで混焼と

いう話が出てきておりまして、どちらが得かという計算をした中では、やはり混焼のほう

が維持管理経費から施設建設費から合わせて、安くあがるという検討の下に混焼という話

が出てきております。 
 
委員長 
 焼却以外に処理方法はあるわけでありまして、私も前に上下水道の関係におりましたの

で、県内におきましてもそれぞれ圏域ごとに扱いが違っておりますし、また、上田地域広

域連合の中でも、構成市町村で、多分焼却しているのは上田市だけかもしれませんが、上

田市も同じ処理場で、２方式とっておりますので、今お話ありましたように、埼玉のほう

に持っていって資源化するという方法もありますし、焼却したあとの扱いとして、堆肥と

いうことでもないけれども、資源化に向ける道もあるということで、これは課題になって

いるところで、どの方式が一番コストとそれから環境負荷の問題で、結論めいた話は、こ

うした混焼も含めて出していかないと、いけないのではないかなと、こういう感じがいた

しております。 
 この話はそういうことで、多分、結論という話ではなくて、こういう課題を抱えている

という形で今日の時点では抑えておきたいと思います。いかがでしょうか。 
（「はい」という声あり。） 
 ありがとうございます。それでは、同じ混焼のひとつとして、掘り起こしごみの検討に

つきまして、検討事項６がありますので事務局で説明をお願いします。 
 
事務局 
 それでは、３１ページの検討事項６ということで、掘り起こしごみというのは、最終処

分場にすでに埋め立てられたものを、掘り起こしてきて、溶融処理等をするかどうかとい

うことで、現在、いろんな団体で取り組んでいるところがあります。 
 ただ、掘り起こしごみを、実際に処理をしているのは新潟県の巻町の鎧潟クリーンセン

ターが、シャフト炉ですけれども、コークスを使ってごみと一緒に処理をしている、溶融

処理しているというところがありますが、それ以外は、焼却灰だけを一緒に処理している

という施設はあります。ただ、これからの傾向とすれば、そういった最終処分場が新たに

造っていくことができない、あるいは最終処分場を一度掘り起こしてですね、まったくき

れいな形にして再利用をしていきたい、という形の中では、いくつかの自治体で建設をし

ていく、混焼していくといいますか、一緒に取り込んでいくという計画もありますので、

この地域として掘り起こしごみについて、どうしたらよいのかということを、御検討いた

だきたいと思います。 
 特に下室賀の最終処分場については、半分くらいはプラスチックが埋め立てられている

という状況でありますので、それをどかしたら相当また最終処分場として機能できると、

あるいは東部の最終処分場も一時期、廃プラスチックを埋め立てておりましたので、そう

いったものを掘り出してきて溶融処理すれば、最終処分場が延命できるというような中で、
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検討をお願いしたいと思います。 
 ただ、いずれにしても、簡単に持ってきたから処理をできるということではなくて、ふ

るいをかけるとか、また掘り起こした後は遮水シートがだめになってしまいますので、遮

水シートのやり替えとかいろんな課題がありますので、どうしたらいいのかということで

す。 
 検討結果の中でお示ししておりますけれども、現段階では、焼却をしないで、これから

ごみの量が減っていくということを前提といたしますと、処理能力に余裕が出てきたとこ

ろで、その時点で考えてみたらどうかという考え方を示してありますが、皆さん方のご意

見をいただきたいと思います。 
 
委員長 
 一端、最終処分場に埋め立てた、特にプラスチックごみを掘り起こしての再処理といい

ますか、焼却処理について今、事務局で説明がありまして、結果的には当面、施設規模に

算定しないということで、ただ、その前提条件で将来、ごみの焼却量が大幅に減少したと

きに検討するということで、出されておりますが、一応検討事項としての質問、あるいは

意見がございましたらお出しいただきたいと思います。 
 特になければ、一応これは事務局から説明あったとおり、ここで具体的に検討してもな

かなか現実的には対応が難しい面もありますし、また、当面の目標であります、ごみの減

量化に伴うごみ焼却施設としての、まずそちらを重点に考えたときには、施設規模に加え

ないという考え方でまとめたいと思いますがよろしいですか。 
（「はい」という声あり。） 
 はい、ありがとうございます。 
 それでは、一応協議事項の１番で、整備計画についての１から６までの検討、特に最初

に、言ってみれば主文みたいな結論で１５０トン以下にするということの、ごみ焼却施設

規模の話があったわけですが、検討事項２以下のとおり進められるものといたしまして、

その前提に立って１５０トン以下にするということで、今日の時点での結論としてよろし

いでしょうか。 
（「はい」という声あり。） 
 はい、ありがとうございます。 
 若干、課題は残っておりますけれども、そういうことで今日の協議事項（１）につきま

しては、それぞれ御質問等、あるいは御意見等ありましたことを踏まえて、検討事項のと

おりといたします。ありがとうございました。 
 つづきまして、協議事項の２番目、今後のスケジュールについて事務局のほうから説明

をお願いします。 
 
事務局 
 それでは資料の２を御覧いただきたいと思います。スケジュール案ということでお示し

しておりますが、平成１５年度においては、あと１回くらい検討委員会を開催したいと。 
 時期的には、ここに入れてありませんが３月の２０日前後ということで、皆さん方の日

程調整をさせていただいて、もう一回、今年度検討委員会を開催させていただきたいと思
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います。この検討委員会の中では、リサイクルプラザの検討がまだされておりませんので、

リサイクルプラザの検討と、それを含めた処理資源化フローの検討、それから順次、余熱

利用施設を含めまして周辺への還元施設等の検討を含めて、１６年度に入ってからは、検

討していきたいというふうに考えております。 
 スケジュール的には未定の部分が多いのですが、そのような状況で１６年度も、たいへ

ん申し訳ないのですが、皆さん方に委員として御検討をいただくようにお願いをしたいと

思いますので、その点を含めて、よろしくお願いします。 
 
委員長 
 事務局からスケジュール、１６年度、資料２によると第１１回までを目標にして、当面

第７回は３月の２０日頃ということで、日程調整するということですのでよろしくお願い

いします。何か御質問ありますか。 
 
○○委員 
 私ら任期、３月で終わるのですけれども、その辺のすり合わせは。 
 
事務局 
 たいへん申し訳ないのですけれども、検討状況が長引いておりますので、できたらその

まま引き続いて、４月以降も検討委員さんということで御了解をいただければと思います

が、どうしても職務の都合で、代わらなければという方につきましては、そういった形で

対応させていただきますが、できればそのまま引き続いて、１年まではいかないと思いま

すけれども、引き続いてお願いをしたいと思います。 
 
○○委員 
 その辺は良く分かっていますけれども、どういう扱いになるんでしょうか。逆に私のほ

うから聞きたいんですけれども。 
 
○○委員 
 別にいいと思います。そんなに向こうまでいくわけではないし。 
 
○○委員 
 それでも、事務局でなし崩しに、ただお願いといわれても、はいそうですかというわけ

にはいかないし、３月で任期が切れるので、連合長から辞令もらって．．． 
 
事務局 
 たいへん申し訳ございません。だらだらと引き続いてお願いということではなくてです

ね、一応、３月末で任期は終了いたしますので、４月１日からは改めて委嘱状を出しまし

て、お願いをしていきたいと。ただ引き続き現在の委員さん方には、継続して検討いただ

きたいということで、お引き受けをいただければというふうに願っておりますが。よろし

くお願いいたします。 
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委員長 
 それでは事務局のほうで、手続きをきちんとしていただいて、現委員がここまで検討に

加わっておりますので。その辺は事務局にお任せしますので、よろしくお願いいたします。 
 それでは協議事項は以上といたします。 
 つづいて、その他につきまして、事務局のほうで説明がありましたらお願いします。 
 
事務局 
 それでは時間の関係もありますので、説明だけさせていただきたいところだけ申し上げ

ます。 
 資料の３につきましては、前回の視察の報告書ということで、お示ししてありますので、

また後ほど御覧をいただきたいと思います。 
 それから資料の４ですけれども、現在の３クリーンセンターのダイオキシンの測定結果

をお示ししてあります。今回のダイオキシンの測定結果は非常にいい結果が出ております。

３クリーンセンターとも前年よりも数値的によくなっておりますし、小数点以下ですので、

安定した稼働がされているというふうに思います。 
 それから資料の５ですけれども、これは平成１６年度の廃棄物処理施設整備計画書の提

出についてという、国庫補助として申請する場合どういうところに留意する必要があるか

ということですが、２ページ目を御覧いただきたいと思いますが、２ページの上のほうに

整備計画書作成上の留意事項の中に、要は、先ほどから申し上げているように、減量化の

目標量、５パーセント削減というものに沿った整備計画となるよう、十分検討しろという

ことが記載されておりますし、それから下のほうにまいりまして、原則として５トン以上、

５トン以上というのはごみ焼却施設のことを言っているのではなくて、それ以外の中間処

理施設のことをさしているわけですけれども、いずれにしても１００トン未満でも補助対

象にはする、だけど広域化計画に位置づけられているものであって、ダイオキシン対策が

十分に講じられる見込みのある施設でなければ、補助対象にしないと。１００トン以上の

施設と同等の基準に適合するものであるということですから、ダイオキシンの数値につい

ても、それなりに低い数値のものでないと対象にしないということと、それからイのとこ

ろで、はっきり「ごみ焼却施設については、原則として焼却灰及び飛灰のリサイクル・減

量化を図るための溶融固化設備を有していること。」これが明確に打ち出されてきておりま

す。ですからガス化溶融あるいは灰溶融といった焼却灰を溶融する施設でないと補助対象

としないということが明確に打ち出されております。 
 それで４ページのほうを御覧いただきたいと思いますが、一番上で、灰溶融施設、ガス

化溶融ではなくてストーカ炉とかと一緒に灰溶融をする施設ですけれども、灰溶融の施設

については、ごみ焼却施設または埋め立て処分施設、埋め立て物を掘り起こして減容化を

図るための埋め立て処分地施設ですけれども、２施設以上から排出される焼却灰等を処理

する施設であるということで、１箇所だけでの灰溶融施設は認めないということです。で

すからストーカ炉プラス灰溶融ということであっても、ほかのところから灰を溶融するた

めに持ってこなければ、認めないよということになります。ですから広域連合でストーカ

炉プラス灰溶融の施設を造っても、ほかのところから灰を受け入れるような形を取らない

と補助対象にはならないというところまで、足かせをしてきております。非常に難しい状
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況になってきております。 
 それから最後のページを御覧いただきたいと思いますが、これも非常にこれから考えて

いかなければいけないところですけれども、『国庫補助金については、「経済財政運営と構

造改革に関する基本方針２００３」においても、原則として廃止・縮減の方向が打ち出さ

れていることなどの状況から、廃棄物処理施設整備費国庫補助金についても、補助対象施

設や補助要件等の大幅な見直しを行う可能性があるため、今後、本通知の内容を変更する

こともあり得ることを御了知願いたい。』ということで、原則として、廃止・縮減という方

向にあるということを了解しておいてくれということです。 
 
 それから資料の６を御覧いただきたいと思いますが、最近、新聞等を賑わしております、

長野県の産業廃棄物の適正処理の確保に関する条例制定ということが現在、検討されてい

るわけですが、その中で、東京の３人のアドバイザーの方に委嘱をいたしまして、意見交

換といいますか、意見をいただいているわけですが。意見をいただいているというよりは、

むしろこの３人の方が県の条例の策定について取り組んでいるというような状況です。 
 その中で検討されているのが、当初は産業廃棄物の規制ということで、条例制定を予定

しておりましたが、一般廃棄物の処理についても規制をしていきたいという動きがありま

して、一般廃棄物の施設、新しい施設については、原則としては建設できないような、状

況になるような条例制定が検討されているということです。これについては、市長会、町

村会等でもいろんな要請をしているわけでありますが、その辺の影響もあって多少、トー

ンダウンはしてきておりますけれども、いずれにしても相当厳しい制約を、県が条例の中

でうたっていくことになろうかと思います。そういった意味で、長野県の中で広域化計画

で処理施設を造るにしても、難しい状況が出てくると思います。その辺の状況をしっかり

見守っていかなければいけないと思います。 
 以上資料について若干説明させていただきました。 
 
委員長 
 それでは、今の説明について、御質問があるようですからお願いします。 
 
○○委員 
 （資料５）４ページの一番上のほかの施設のも受け入れなければいけない、というのが

挙げられたということですが、具体的にはどういうことですか。御説明をお願いいたしま

す。 
 
事務局 
 詳しい内容は定かではないのですけれども、要は、例えば上田クリーンセンターが灰溶

融の施設を造った、ストーカ炉プラス灰溶融の施設ですが、それから丸子クリーンセンタ

ーもストーカ炉プラス灰溶融を造る、という、いくつもこういう形は認めないよと。もし

上田クリーンセンターで灰溶融の施設を造るならば、丸子クリーンセンターや東部クリー

ンセンターが普通に稼働していて、その出てきた焼却灰については、上田クリーンセンタ

ーの灰溶融施設で受け入れなさい、という形の施設建設でないと認めないと。 



 38

○○委員 
 私は、広域の統合資源化施設ということで考えていましたので、そうするとほかの、例

えば長野のものを持ってくるとか、それも受け入れなきゃいけないよというふうに理解し

たのですが。丸子、東部のものを上田でという御説明があったけれども、今当委員会で検

討しているのは統合資源化施設ですから、そうすると統合したところにほかの施設からう

けいれなければいけないというふうに理解したんですが。 
 
事務局 
 多分、ほかの地域から灰だけを受け入れるというのは非常に無理な話だと思います。こ

こで想定しているのは、例えば、一つの市に二つぐらいの施設があって、それで一つのほ

うは灰溶融の施設で、ほかのところで焼却灰にしたものを、新たに造る施設のほうで処理

するという形でないといけないということですので、現実的には例えば上田とか広域連合

で造ったところに、小諸とか佐久で焼却した焼却灰を受け入れろということは、これは無

理なことです。 
 
委員長 
 灰溶融施設を有していることということが、条件の中でもいわれているようですので、

これはもう少し内容が見えてきたところで、説明を改めてお願いしたいと思います。 
 それでは、その他につきましても資料等を確認いただきまして、ここで終わらせていた

だきたいと思います。 
 そのほか意見、なんでもよろしいんですが、委員の皆さんございましたらお出しいただ

きたいと思います。 
 特にないようですので、それでは、協議事項及びその他につきまして、以上とさせてい

ただきます。 
 本日は、たいへん長時間にわたりまして、重要な課題につきまして慎重に協議、検討し

ていただきましてありがとうございました。 
 ひとつひとつクリアーしていきながら、最後の基本計画のまとめに向けて進めてまいり

たいと思います。 
 お忙しい中、御出席ありがとうございました。以上を持ちまして本日の検討委員会を終

わらせていただきます。 
 
閉会（４時３０分） 
 


